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事業概要

1. 期間
開始 ：２０１８年１２月
終了（予定）：２０１９年２月

2. 最終目標
日本の一般海域における洋上風力発電の導入拡大のため、

欧州における適地選定手法を調査するとともに、日本における想定海域において、
それらを適用し評価する手法を検討する。

3.成果・進捗概要
（１）欧州におけるサイトに適した海域の特定方法の調査・整理
（２）欧州におけるサイトに選定された海域の調査項目の調査・整理
（３）欧州におけるサイト評価の事例の調査・整理
（４）日本の想定海域への適用の調査・整理
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項目 セントラル方式（Centralised model） 開発者主導方式（Decentralised model）

内容 • 政府が調査にかかる財務リスクの大部分を
負担し、サイトのオークションに先立って、
サイトの特定、調査、合意（形成）及び系統
接続許可を引き受ける。

• 開発者がサイト調査の実施、系統接続許可
と同意の取得及び電気設備の設計と構築
を主導する。

利点 • リスクを軽減する観点からは開発者に利点 • 政府にとってより低いリスクと初期費用

制約 • 競争上の優位性を発揮する範囲が限定さ
れる。

• セントラル方式よりも高い買取価格となる。

その他 • 一部の開発者は、サイトの選択と開発プロ
セスをより細かく制御することを望む場合が
ある。

• 開発者にとっては、統制のレベルと競争上
の優位性を発揮する機会の点で開発者主
導方式が好ましい場合がある。

• 特にオークションベースの支払いシステム
によって配分が制限されている場合は、開
発者にとって先行リスクがかなり高くなる可
能性がある。

国 • オランダ
• ドイツ（2017年以降）

• イギリス
• ドイツ（2017年まで）

事前調査 • オランダ及びドイツでは、事前調査は政府
が行う。

• イギリスでは、特定の環境上の制約、場所
の条件、風力資源に関するサイトの詳細評
価は開発者が行う必要がある。

≪指定海域における開発権付与の方法≫
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方式 国
ゾーン
指定

サイト
選定

サイト
調査

申請
/認可

系統接
続

系統設
計・構

築

政 府 リ
スク・関
与

開発者
リスク・
関与

開発者
主導方

式
UK
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開発者 開発者
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開発者
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17）
BSH BSH BSH

開発者
/BSH

BSH TSO

NL RVO RVO RVO RVO
RVO
/TSO

TSO

※緑：政府所管、ピンク：開発者担当
※1 PINS：Planning Inspectorate（環境計画調査局）、※2 OFTO：Offshore Transmission Operator（洋上送電事業者）
※3 TSO：Transmission System Operator（系統運用者）

≪各国の海域指定に関する所管≫
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項目 内容

ウィンドファーム開発に影
響する主な制約

既存インフラ ・既存のインフラの範囲及び関係者間合意に関する制約は、境界線
を使用して地図上に表示される。

関係者間合意

コスト要因

コストデータの公開/非公
開

・多くの国で、特にコスト計算の仮定と詳細に関する方法論は詳細に公表していない。

・ゾーニングのプロセスに関する問題を避けるために、コスト計算に関する情報の共有（公開）は制限されて
いる。

海域指定プロセス ①ウィンドファーム開発候補エリアでの
LCOEの予測値を計算

・風速、水深、離岸距離などを想定して予測する。予測に際し、モデ
ルウィンドファームを仮定し、既存のデータベースを使用する。

②考慮する制約を定義 ・経済、環境及び社会条件など

③制約の策定 ・利害関係者の意見など

④オーバーレイ解析 ・関連する海洋利用が洋上風力発電開発の候補エリアに対する制約
の重要性のレベルに従って、各マップレイヤに重み付けを適用する。
・これらの重み付けでデジタルシナリオ（マップ）を実行することで、規
制当局は、ウィンドファームの構築が他分野の海面利用への影響が
最も少ない海域を特定できる。
・これは建設に関する異議を軽減するのに役立つ。
・LCOE層は、最も経済的生産性の高いウィンドファームを優先するた
めに用いる。

コスト要因の制約 開発コストを増大させるコスト要因の
制約

・水深
・離岸距離

電気出力を減少させるコスト要因の制
約

・風速
・風車間距離（ウェイクによる発電量低下）

≪海域指定のプロセスで行われる一般的な実施項目・手順≫
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≪イギリスにおける海域指定までのプロセス≫
競争入札
のステッ
プ

事前資格確認 ・入札予定社は、洋上開発リージョンに入札するための十分な経験を持っているこ
とを確認するために事前資格審査が要求される。

リース入札 ・TCE（クラウンエステート）は入札案内を発行。開発予定者はリース案件に入札し、
売電価格を提示する。この価格は参考値であり、契約上の拘束力はない。開発者
は、入札プロセスの一環として、利用可能な海域地域内のプロジェクトを提案する。

サイトの割当 ・TCEは透明性のある評価方法で、開発者を選択する。開発者はプロジェクトを実
施する能力について評価される。決定された開発者には、提案されたサイトを開
発するためのリースが与えられる。

リソースと
制約モデ
ル

技術的資源モデル ・水深：5〜50メートルの水域で定義される洋上風力開発に最も適した海底域
・アクセス可能性：80％の時間にわたって波浪が2.5 m未満であること
・離岸距離は技術的な制約条件に含まれない

除外モデル ・既存のインフラや権利などの開発を妨げる空間データ層、及び安全衛生や政策
上の理由から開発が不可能である領域などのハードな制約を定義

制限モデル ・空間データ層によって表される制約を階層別に重み付する。
優先順位 優先順位付 ・MaRS（Marine Resource System tool）を使用して、TCEが階層分析処理

（AHP：Analytic Hierarchy Processing）により優先順位をつける。
・スコアリングは関係者間調整により9段階で主観的に行われる。

地域の特
徴付
（Charact

erisation

of areas）

・18のリージョンに海面を分割し、似た特徴の制約を持つリージョンをグループ化する。
・制約モデルでは十分に分析できない項目について、レビューレイヤーを設定して評価を行う。例えば、
リージョン毎の漁獲方法、漁獲された魚の種類など。
・地域の順位付は、Green/Yellow/Amber/Redの4つのレベルで実施
・ラウンド4では、18の地域を①開発可能区域（入札対象、5地域）に含める、②除外区域（ラウンド4に含
めない、9地域）、③検討区域（不確実性が高いため、4地域）

データの
公開

・開発者から提出されたデータはCrown EstateのMarine Data Exchangeで公開される。
・イギリスでは、開発エリアの環境上の制約、場所の条件、風力資源に関するサイトの詳細評価は開発
者が行う必要がある。
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≪オランダにおける海域指定までのプロセス≫
事業者の開発リスクとコストの削減を目的として、政府主導でエリア区分及びサ
イト認定が行われている。

オランダの洋上風力発電開発ゾーン
オランダにおける海域指定プロセス



（１）欧州におけるサイトに適した海域の特定方法の調査・整理

8/19

≪ドイツにおける海域指定までのプロセス≫

ドイツの洋上風力開発の優先エリアを特定する方法は、洋上風力開発者が主
導でサイト調査とプロジェクトの選択をしていたが、2017年1月1日から競争入
札による方法、いわゆるセントラル方式に修正された。

ドイツ連邦洋上計画

ドイツにおけるエリ
ア開発及び洋上風
力開発のプロセス
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国 実施者 内容

イギリス 開発者 • 開発者が実施する。

オランダ

オランダ企業庁
（RVO.nl）

• 風力発電所の建設と運営の条件を決定するサイトデー
タを取得して公開を所管する。

• WFZのサイトデータは、すべて開発者が入札に使用する
ために公開される。

• サイト認証をDNVGL、気象海象条件の計測は
FUGUROが実施している。

• 気象条件の算定には、近隣風況観測塔、浮体式ライ
ダーの計測データ及びWRFを用いている。

• 地盤条件は音響探査機及びCPTなどを用いている。

ドイツ

連邦海運・水路庁
（BSH）が入札により
調査を発注する。

入札手続きは連邦
ネットワーク庁
（BNetzA）が実施

• 気象条件：1年以上の観測を実施、統計解析・再解析を
実施

• 海象条件：1年以上の観測を実施、統計解析・再解析を
実施、SH規格「標準建設 - 排他的経済水域における海
洋構造物の建設的設計のための最低要件（EEZ）」準拠

• 地盤条件：音響探査、DIN EN 1993準拠
• 環境影響調査
• 通船に関する調査

≪各国における海域調査の実施者及び内容≫
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≪オランダにおける地質断面の事例≫
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Fugro Seawatch Wind Lidarブイの位
置（紫の正方形）とSeawatch Wind 

Lidarブイの写真

2017年9月の観測結果：最大風速
は31m/s（測定高度200m）及び

20m/s（測定高度4m）

≪オランダにおける風力資源調査の事例≫



（２）欧州におけるサイトに選定された海域の調査項目の調査・整理

12/19

≪オランダにおける海洋調査の例≫

Hollandse Kust（zuid）での50年再現期間
有義波高（出力位置を含む）

Euroプラットフォーム位置でのシミュレーションと
測定値の有義波高散布図
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（３）欧州におけるサイト評価の事例の調査・整理

項目 内容
LCOEモデルの仮
定

ファイナンス ・税金 ・税制上の優遇措置 ・補助金 ・インフレ率 ・割引率

技術 ・運転年数
・劣化率（発電機の発電出力が1年間に低減する割合）
・環境条件及び設置条件（風速、水深、タービン間隔、離岸距離など）
・技術仕様（風車仕様、支持構造重量、海底ケーブルの長さ、ブレード
長、カットイン/カットアウト風速、パワーカーブ、スラストカーブなど）
・施工、輸送方法、輸送距離など

LCOE計算 定義式

𝐿𝐶𝑂𝐸 =
𝐼0 + ∑𝑡=1

𝑛 𝐴𝑡
(1 + 𝑖)𝑡

∑𝑡=1
𝑛 𝑀𝑡,𝑒𝑙

1 + 𝑖 𝑡

I0 ：投資支出（CAPEX）
At ：t年における年間総費用（燃料、O&M費用：OPEX）
Mt,el ：各年の発電量（kWh）、i： 実割引率（％）
n ：年間の経済的運用期間、t： 運用の年（1,2、…n）

コスト要因による
制約

開発コストを増大させる
コスト要因の制約

・水深
・離岸距離

電気出力を減少させるコ
スト要因の制約

・風速
・風車間距離（ウェイクによる発電量低下）

コストモデル カーボントラストコストモ
デル

・分析対象のウィンドファームに関して、いくつかの基本的な技術的仮
定を立てる。
・ベースラインの技術的及びコストの仮定を用いて、カーボントラストな
どのコストモデルを介してLCOEを算出する。

≪サイト評価（LCOE）の事例（カーボントラスト）≫
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（３）欧州におけるサイト評価の事例の調査・整理

≪オランダにおけるウィンドファームのコスト評価例≫

Hollandse Kust（west）の
基本レイアウトと異なる8

つのレイアウトに対する
LCOEの差を評価
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（３）欧州におけるサイト評価の事例の調査・整理
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DECOM 42,366 43,985

CAPEX 328,419 340,881
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※1 換算レート：147円/ポンド（2018年）、※2 2014年の撤去費は記載がないため、2018年の
撤去費割合（CAPEXの12.9%）を使用

≪イギリスにおけるウィンドファームのコスト評価例≫

コスト（調査費＋資本費＋撤去費） コスト（維持管理費）

区分 項目
設定値

2014年運開 2022年運開

風車

単機出力・基数 5MW×100基 10MW×100基
発電所出力 500MW 1,000MW
年平均風速 9～10m/s（推定） 10m/s以上（推定）
設備利用率 40～50% 50%以上

基礎構造 モノパイル/ジャケット
モノパイル/ジャケット（サクショ

ンバケット）
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（４）日本の想定海域への適用の調査・整理

≪日本の想定海域に適用する場合の課題≫

日本の場合、洋上風況観測塔が設置されていない海域がほとん
どであるため、陸上で観測した風況データを用いて、数値シミュ
レーションにより洋上風況を推定する手法が採られているが、シ
ミュレーションの検証ができていないのが課題である。
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（４）日本の想定海域への適用の調査・整理

≪日本市場と欧州市場のLCOE[円/kWh]の比較≫
インフラは欧州の整備された現状コストを用い、傭船費は日本の事情を反映している。
また、運転維持費は欧州と同レベルとした。日本のモデルウィンドファームの設備利
用率は30%、ＥＵの設備利用率は40%を超える数値となっている。そのため日本市場
では、24.8円/kWhとなっており、欧州と比べて34%高い。

注記：JWPA試算では設
備利用率35%及び稼働
年数は25年（2030年の予
測値）を仮定している。
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（４）日本の想定海域への適用の調査・整理

≪日本の想定海域におけるLCOE算定例≫

各サイトの代表地点における年平均風速 各プロジェクトにおける MWF に対する LCOE 

の相対割合

想定海域における LCOE 算定のイメージを示すために、NRELのコストモデ
ル他を用いて LCOE のケーススタディーを実施した。水深は支持構造のコス
トが高い およそ30mを仮定した。
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（1）欧州におけるサイトに適した海域の特定方法
オランダ、ドイツ、イギリスの現在（2019年1月現在）のサイト選択とゾーニングプ
ロセスについて調査した。サイトゾーニングでは一般に、LCOE（Levelized Cost 

Of Electricity：均等化発電原価）分析を含む統計手法を使用して評価し、実行可

能な洋上風力発電開発候補地のマップ上に、国のさまざまな制約マップを重ね
て海域を特定する。

（2）欧州におけるサイトに選定された海域の調査項目

サイトに選定された海域の調査は、セントラル方式（政府主導）と開発者主導
方式での２方式があり、イギリス、オランダ及びドイツにおける海域調査の実
施内容について調査した。

（3）欧州におけるサイト評価の事例
欧州におけるサイト評価（LCOE）は、多くの国が、コスト計算の仮定と詳細に

関する方法論を詳細に公表せず、モデルウィンドファームに対する相対的な
比較を実施している。

（4）日本の想定海域への適用
（1）～（3）で調査・整理した内容を日本の想定海域に適用する場合の課題に
ついてまとめた。想定海域におけるLCOEについては、環境アセスメント進行
中の案件について試験的に評価を実施した。


